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な対応について，ベルギー刑法雑誌に掲載された A. Delannay ナミュール検
察庁検事の論文5）に基づき，その実態を紹介し，検討する。
　 注
 1）　国立感染症センターが web 上で公開している『新型コロナウイルス感染症 CO-
VID-19　診療の手引き（第 2版）』（2020）の定義を参照。
 2）　フランスにおける HIV 感染と刑事責任については，末道康之『フランス刑法の現
状と欧州刑法の展望』（成文堂・2012）30 頁以下，同「HIV 感染をめぐる刑法上の
諸問題―フランスの議論を素材として」南山法学 36 巻 2 号（2013）49 頁以下を参
照。
 3）　フランスでは，Actualité Juridique Pénal, 2020 no 4 は，新型コロナウイルス（CO-
VID-19）の特集号として公刊されている。
 4）　井田良他「（特集）感染症対策と刑事法」刑事法ジャーナル 66 号（2020）4 頁以
下を参照。この特集では，総論（井田良）の他，アメリカ合衆国（小西暁和），ドイ
ツ（天田悠），フランス（岡上雅美），韓国（李定 ）の状況が紹介されている。
 5）　A. Delannay, Transmission volontaire et menace du coronavirus SARS-CoV-2 : 
















た場合には，8 日以上 3 月以下の拘禁刑及び 26 ユーロ以上 500 ユーロ以下
の罰金，またはそのうちの一つの刑が科されることになった。
感染拡大を抑制するための緊急措置に関する省令は，その後，度々改正さ
れた。大きな改正は，2020 年 10 月 28 日に行われ，その後も適宜改正され， 
2020 年 12 月 24 日改正版が最新版である8）。
また，この省令についての運用の詳細を定めた控訴院検事長幹事会通達









る。省令に違反した場合， 初回の違反については， 刑事和解の手続がとられ， 




として主催者には 4000ユーロ， 参加者には 750ユーロの支払いが命じられる
か，あるいは，裁判所に直接召喚されるかのどちらかの対応がとられる。
また，省令違反以外に，刑法犯の成立可能性についても検討されている。







 6）　Delannay, op. cit., p. 783.
 7）　Delannay, op. cit., p. 784.
 8）　省令については，Belgiquelex で公開されている Moniteur Belge（ベルギー官報）
web ページで閲覧が可能である。
 9）　ベルギー検察庁（Ministère publique）の web ページで閲覧が可能である。通達









刑法 328 条の 2 は，「いかなる方法であれ，それ自体としては全く危険で
はないが，危険であるとの印象を与える物質を，2 年以上の拘禁刑を科され
うる人または財産に対する侵害の恐れを生ぜしめうることを知ってまたは知
るはずであるのに，拡散した者は，3 月以上 2 年以下の拘禁刑及び 50 ユー
ロ以上 300 ユーロ以下の罰金に処する。」と規定する。この規定は，アメリ
カ合衆国での 2001 年 9 月 11 日テロ事件後に発生した炭疽菌拡散事件を模倣










































の存在に関して，意図的に虚偽の情報を与えた者は，3 月以上 2 年以下の拘






















（4）　生物兵器等による危害を加える脅迫（刑法 331 条の 2第 3号）
刑法 331 条の 2 第 3 号は，「人，財産，法人，国際機関または国に対して
危害を加えるために，生物的もしくは科学的な兵器または生成物を用いて脅
迫した者は，5 年以上 10 年以下の懲役に処する。」と規定する。刑法 331 条
の 2は，生物兵器等による人に対する危害を加える脅迫を処罰するために，
1986 年 4 月 17 日法によって新設された規定であり，その後，国際的なテロ



































































































































ユーロ以上 300 ユーロ以下の罰金に処せられる。この点については， HIV 感
染の事案で未遂犯の成立を認めた事例が参考にはなるが，実務的な視点で
は，新型コロナウイルス感染の事案では，被害者が感染すれば既遂犯として
刑法 402 条の適用を認めることになり， 被害者が感染しなければ， 未遂犯 （同
法 405 条）の成立を考えるというよりは，同法 328 条が適用されるとの指摘










または 4月以上の労働不能になった場合には，法定刑は 10 年以上 15 年以下




加重事由の一つとして差別（刑法 405 条の 4）がある。新型コロナウイルス
感染症の起源が中国の武漢であるという報道によって，アジア系の人々が差















せるような成分（物質）を混入した，または混入させた者は，6 月以上 5 年















品に唾をかける行為（刑法 454 条が適用されれば法定刑は 6 月以上 5 年以下の拘禁刑























10 年以下の懲役，その他の者は 1 年以上 5 年以下の拘禁刑を科される（刑法
272 条 1 項）。反抗が事前の共謀に基づかない場合は，武器携帯者は 1 年以上

























4　テ ロ 犯 罪
ベルギーでは，テロ犯罪について刑法 137 条から 141 条の 3に規定が置か





図的に行われたときには，テロ犯罪となる。」と規定する。同条 § 2 は，同
条 § 1 に定める条件で，同条 § 2 第 1 号から第 11 号に定める通常の犯罪が行
われたときには，テロ犯罪とすることを定める。同条 § 3 は，独立したテロ
犯罪を定める。新型コロナウイルス感染症との関係では，137 条 § 1 に定め
る条件の下で，人々の生命を危険に陥れる効果のある危険な物質を放出する
行為をテロ犯罪として定める刑法 137 条 § 3 第 4 号の適用が問題となる。
人々の生命を危険に陥れる効果のある危険な物質が放出されれば，通常の犯
罪が刑法 137 条 § 1 の条件下で行われて加重犯罪となることはもはや意味を
失うからである。刑法 137 条 § 3 第 4 号は，テロ対策に関する 2002 年 6 月
13日の EU 理事会枠組決定58）を受けて， 国内法整備の一環として行われたテ



















迫する行為も処罰の対象となり（刑法 137 条 § 3 第 6 号），生物テロ犯罪の実行




る。）が議員立法として連邦議会に提出されたが62），その後，2019 年 9 月 24
日に刑法典改正法案が議員立法として再提出された63）。2019 年 3 月 13 日に
提出された法案については，刑法等改正委員会の委員であった研究者や実務
家から，委員会で準備されていた法案の内容とは異なると批判され，刑法等




（1）　脅 迫 の 罪








案 213 条は現行の 328 条の 2の内容をそのまま継承しており，刑法 328 条の
2の解釈論が当てはまることになる。
また，改正法案 212 条は，現行の 328 条の規定を基本的には継承している
が， 「重罪刑を科しうる」 という点には修正が加えられている。改正法案 212
条 1 項は「虚偽の情報の伝達とは，いかなる方法であっても，人または財産
に対する侵害の危険の存在に関して，意図的にかつ事情を知って，虚偽の情
報を与えることをいう。」，同 2項は「第 4級から第 8級の刑を科しうる侵害
の脅迫が問題となるときには，第 2級の刑を科す。第 2級または第 3級の刑
を科しうる侵害が問題となるときには， 第 1 級の刑を科す。」 と規定する66）。
改正法案では，テロ犯罪以外の生物兵器等による脅迫も改正法案 211 条 3 号
に規定される67）。
（2）　暴 行 行 為（actes de violences）
人の死を惹起しうる物質または有害な物質の投与行為については，改正法


















暴行行為の結果，生じた傷害の程度（第 1 級から第 3 級）に応じて，法定刑






を独立して規定するのではなく，改正法案 174 条 2 号の適用の対象とし




対する場合（改正法案 183 条：社会的な職務を担う者とは，刑法 410 条の 2 に定める身
分を有する者を総称する概念である。），未成年者や年齢等による脆弱な者に対す



















（4）　反 抗 の 罪
反抗の罪については，改正法案 591 条は刑法 269 条の規定を基本的に継承
















（5）　テ ロ 犯 罪
テロ犯罪については，改正法案では現行法の規定をそのまま継承してい
る。人々の生命を危険に陥れる効果のある危険な物質を放出する罪は，改正
法案 324 条 § 3 第 1 項第 4 号に規定され，法定刑は第 8 級の拘禁刑である
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害ではあるが危険性があるとの印象を与える物質の拡散罪 （刑法 328 条の 2），
刑法 328 条（重大な危害を加えるとの虚偽の脅迫），外見的に危険な物質の拡散罪
（改正法案 213 条） が適用されることになろう。ベルギーでは， 特別法上， 外出
制限等に反した場合には，短期自由刑や罰金等を科すことが可能ではあるが， 
短期自由刑の有効性についてはこれまでも疑問が提起されており，改正法案




刑から第 8 級の刑として定められ， 1年以上3年以下の自由刑（拘禁刑）につい
ては， 第 2級の刑として定められる。改正刑法典が今後制定された場合には， 
特別法において定められる短期自由刑についても代替刑が適用されることに
なる88）。わが国においても，新型コロナウイルス感染症対策の一環として感
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